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ど
ち
ら
も
義
務
化
の
対
象
で
す
！

義務化前に相続したけど登記
はそのままにしている不動産

父が２年前に亡くな

り、住んでいた家の所

有者は僕に。でもまだ

登記はしていません

夫が亡くなって、家の

所有者は妻の私になり

ました

義務化後に相続した不動産

「
所
有
者
不
明
土
地
」を
解
消
す
る
た
め
に

登
記
に
関
す
る
ル
ー
ル
が
変
わ
り
ま
す

不
動
産
の
登
記
と
は
、
土
地
や
建
物
の
所

在
・
面
積
の
ほ
か
所
有
者
の
氏
名
・
住
所
な

ど
を
登
記
簿
に
記
載
し
、
一
般
公
開
す
る
こ

と
で
す
。
登
記
に
よ
り
権
利
関
係
な
ど
が
誰

に
で
も
分
か
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

一
方
、
所
有
者
が
亡
く
な
る
な
ど
し
て
土

地
や
建
物
を
別
の
人
が
相
続
し
た
場
合
の

「
相
続
登
記
の
申
請
」は
、
こ
れ
ま
で
任
意
で

行
う
も
の
で
し
た
。
そ
の
た
め
全
国
に
は
長

い
間
所
有
者
が
誰
な
の
か
分
か
ら
な
い
ま
ま

に
な
っ
て
い
る
土
地
が
た
く
さ
ん
存
在
し
、

そ
の
面
積
は
全
て
合
わ
せ
る
と
九
州
本
土
の

面
積
を
超
え
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

近
年
、「
所
有
者
不
明
土
地
」は
よ
り
増
加

し
、
さ
ま
ざ
ま
な
問
題
を
も
た
ら
す
よ
う
に

な
っ
て
き
ま
し
た
。
国
は
、
こ
う
し
た
状
況

を
解
決
す
る
た
め
、
所
有
者
不
明
土
地
の

「
発
生
予
防
」
と「
利
用
の
円
滑
化
」
の
両
面

か
ら
民
事
基
本
法
制
の
見
直
し
を
実
施
。
新

た
に
成
立
・
公
布
さ
れ
た
法
律
に
よ
り
、
令

和
６
年
４
月
１
日
か
ら
相
続
登
記
の
申
請

が
義
務
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

今
号
の
特
集
で
は
、
義
務
化
ス
タ
ー
ト
を

前
に
、
登
記
す
る
こ
と
の
大
切
さ
、
義
務
化

に
つ
い
て
の
詳
細
な
ど
を
お
伝
え
し
ま
す
。

- 特　集 -

令和６年４月１日から

☜ 　☞︎

相続登記の申請が
義務化されます
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■

所
有
者
不
明
土
地
が
招
く
問
題

「
所
有
者
不
明
土
地
」と
は
、
不
動
産
登
記

簿
を
確
認
し
て
も
所
有
者
が
直
ち
に
判
明
し

な
い
土
地
、
ま
た
は
所
有
者
が
判
明
し
て

も
、
そ
の
所
在
が
不
明
で
連
絡
が
付
か
な
い

土
地
の
こ
と
で
、
こ
の
問
題
が
広
く
認
識
さ

れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
平
成
23
年
に
発

生
し
た
東
日
本
大
震
災
後
の
復
旧
・
復
興
事

業
に
お
い
て
だ
と
い
わ
れ
ま
す
。

所
有
者
不
明
土
地
が
あ
る
と
、
復
旧
・
復

興
事
業
を
は
じ
め
公
共
事
業
の
用
地
取
得
や

民
間
事
業
に
お
け
る
土
地
取
引
な
ど
に
支
障

が
生
じ
る
ほ
か
、
適
切
に
土
地
が
管
理
さ
れ

ず
放
置
さ
れ
る
こ
と
で
、
草
木
が
伸
び
放
題

に
な
る
、
害
虫
が
発
生
す
る
な
ど
周
辺
環
境

に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
ま

た
、
相
続
登
記
が
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
、

時
間
の
経
過
と
と
も
に
相
続
人
も
増
え
る
の

で
、
長
期
化
す
る
ほ
ど
所
有
者
を
探
し
出
す

の
は
困
難
に
な
っ
て
い
き
ま
す
。

■

未
来
の
た
め
に
成
立
し
た
法
律

法
務
局
で
は
、
相
続
登
記
の
促
進
を
図
る

た
め
、「
法
定
相
続
情
報
証
明
制
度
」※
１
を

設
け
、
皆
さ
ん
に
ご
案
内
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、「
長
期
相
続
登
記
等
未
了
土
地
解
消
事

業
」※
２
や「
表
題
部
所
有
者
土
地
解
消
事

業
」※
３
な
ど
所
有
者
不
明
土
地
問
題
の
解

消
に
向
け
た
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
こ
の
ま
ま
所
有
者
不
明
土
地
が

増
加
し
続
け
る
と
、
現
在
全
国
で
約
４
０
０

万
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上
あ
る
所
有
者
不
明
土
地

は
令
和
22
年
に
約
７
２
０
万
ヘ
ク
タ
ー
ル
に

も
達
す
る
と
推
計
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
解
決

は
喫
緊
の
課
題
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
う
し

た
こ
と
か
ら
、
令
和
３
年
４
月
に「
民
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」お
よ
び「
相
続
等

に
よ
り
取
得
し
た
土
地
所
有
権
の
国
庫
へ
の

帰
属
に
関
す
る
法
律
」が
成
立
し
、
民
事
基

本
法
制
の
見
直
し
が
行
わ
れ
た
の
で
す
。

■

活
用
で
き
る
さ
ま
ざ
ま
な
制
度
も

土
地
を
相
続
し
た
も
の
の
、
遠
く
に
住
ん

で
い
て
利
用
す
る
予
定
が
な
い
な
ど
の
理
由

で
、
相
続
し
た
土
地
を
手
放
し
た
い
と
思
う

方
も
お
ら
れ
る
で
し
ょ
う
。
そ
こ
で
、
そ
の

よ
う
な
場
合
に
、一
定
の
要
件
の
下
に
、
そ

の
土
地
を
国
に
引
き
渡
す
こ
と
が
で
き
る

「
相
続
土
地
国
庫
帰
属
制
度
」（
５
ペ
ー
ジ
参

照
）が
新
た
に
設
け
ら
れ
ま
し
た
。
ま
た
、

遺
産
分
割
の
話
が
な
か
な
か
ま
と
ま
ら
な
い

と
い
っ
た
ケ
ー
ス
も
あ
る
と
思
い
ま
す
。
令

和
６
年
４
月
１
日
の
相
続
登
記
の
申
請
義
務

化
と
と
も
に「
相
続
人
申
告
登
記
」（
５
ペ
ー

ジ
参
照
）も
施
行
さ
れ
ま
す
。

ま
ず
は
、
ご
自
身
が
引
き
継
が
れ
た
不
動

産
を
確
認
し
、
登
記
簿
の
名
義
が
亡
く
な
ら

れ
た
ご
親
族
の
ま
ま
に
な
っ
て
い
た
ら
、
で

き
る
だ
け
早
く
相
続
登
記
を
し
て
く
だ
さ
い
。

相
続
登
記
の
申
請
手
続
に
関
し
て
、
法
務

局
で
は
登
記
手
続
案
内（
完
全
予
約
制
、１

回
20
分
以
内
）を
実
施
し
て
い
る
ほ
か
、
申

請
書
の
記
載
方
法
な
ど
法
務
局
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、ぜ
ひ
ご
利
用

く
だ
さ
い
。
ま
た
、登
記
の
専
門
家
で
あ
る

司
法
書
士
な
ど
に
相
談
さ
れ
る
の
も
よ
い
と

思
い
ま
す
。

※
１
：
法
務
局（
登
記
所
）に
戸
除
籍
謄
本
な
ど
の

束
と
相
続
関
係
を
一
覧
に
表
し
た
図
を
提
出
す

れ
ば
、
登
記
官
が
認
証
文
を
付
し
た
写
し
を
交

付
。
各
種
相
続
手
続
き
に
利
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

※
２
：
長
期
間
に
わ
た
り
相
続
登
記
さ
れ
て
い
な

い
土
地
に
つ
い
て
、
登
記
官
が
公
共
事
業
な
ど

の
実
施
主
体
か
ら
の
求
め
に
応
じ
て
法
定
相
続

人
を
探
索
。
そ
の
結
果
を
長
期
相
続
登
記
等
未

了
土
地
へ
登
記
す
る
と
と
も
に
法
定
相
続
人
情

報
を
法
務
局（
登
記
所
）へ
備
え
つ
け
る
制
度
。

※
３
：
登
記
記
録
の
表
題
部
所
有
者
欄
の
氏
名
・

住
所
が
正
常
に
記
録
さ
れ
て
い
な
い
登
記
の
表

題
部
所
有
者
不
明
土
地
に
つ
い
て
登
記
官
が
所

有
者
の
探
索
を
行
い
、
そ
の
結
果
を
職
権
で
登

記
す
る
制
度
。

未来のまちのために
相続登記の申請を

相続登記の申請義務化についてお聞きしました！

大阪法務局 池田出張所
統括登記官（出張所長）

近藤  秀樹さん

全国における所有者不明土地の割合
（令和４年国土交通省調査）

24％

原 因

相続登記の未了 住所変更登記
の未了

35％61％
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どうな
る？

こうなる！ 相続登記
相続などにより不動産を取得した相続人は、その所有権を取得

したことを知った日から３年以内に相続登記の申請を行う必要が
あります。また、遺産分割協議が行われた場合は、遺産分割が成
立した日から３年以内に、その内容を踏まえた登記を申請する必
要があります。
いずれの場合も、正当な理由がないのに申請をしなかった場合
には、10万円以下の過料の適用対象になります。

ご 注  意！　現在、相続登記されずに放置されている　　土地・建物も義務化の対象になります。

Column

「所有者不明土地」には、所有者が

分かっていても転居などした際の住

所などの変更登記が申請されておら

ず、連絡がつかない状態であるもの

も含まれます。「住所などの変更登

記の申請」も、令和８年４月から義

務化されることが決まっています。

不 動 産 の 所 有 者 が 亡 く
な っ た 場 合 の 登 記 手 続 き
は、不動産の所在地の法務
局（登記所）に申請して行い
ます。手続きは、遺言書に
よる相続や遺産分割協議に
よる相続、法定された割合
による相続など、ケースに
より必要な登記や書類が異
なります。申請手続きの際
には、司法書士などの専門
家に相談することもご検討
ください。

不動産登記申請手続きは
法務局ホームページを

ご覧ください。

　相続登記の申請義務についてのルール

　相続登記に必要な書類 申請方法

令和６年
４月１日施行

必要書類 取得先

被相続人（亡くなった方）の

出生から亡くなるまでの
戸除籍謄本 ※「法定相続
情 報 証 明 」を 提 出 す れ
ば、戸除籍謄本は不要。

被相続人の本籍地の

市区町村役場

住民票の除票
被相続人の最後の住

所地の市区町村役場

相続人全員の
現在の戸籍謄抄本（戸籍
記録事項証明書）

各相続人の本籍地の

市区町村役場

不動産を取得する
相続人全員の

住民票の写し（本籍地の
記載のあるもの）

各相続人の住所地の

市区町村役場

遺産分割した場合（相続人
全員で話し合いをする場合）

相続人全員の印鑑証明書
各相続人の住所地の

市区町村役場

遺産分割協議書 ―

遺言書が
ある場合

公正証書遺言書
公 正 証 書 遺 言 書 の 正 本
または謄本

公証役場

自筆証書遺言書

（自宅で保管する場合）
自筆証書遺言書および家
庭裁判所の検認証明書

家庭裁判所

（法務局に預ける場合）
遺言書情報証明書 ※「自
筆証書遺言書保管制度」
を利用した場合。

法務局
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🅠
　
相
続
人
が
複
数
い
て
、
遺

産
分
割
の
話
し
合
い
が
長
引

き
そ
う
。
相
続
登
記
の
申
請
も
な
か

な
か
で
き
そ
う
に
あ
り
ま
せ
ん
。

A
　

不
動
産
を
所
有
し
て
い
る
人

が
亡
く
な
っ
た
場
合
、
そ
の
相
続

人
の
間
で
遺
産
分
割
の
話
し
合
い
が
ま
と
ま

る
ま
で
は
、
全
て
の
相
続
人
が
法
律
で
決
め

ら
れ
た
持
ち
分
の
割
合
で
不
動
産
を
共
有
し

た
状
態
に
な
り
ま
す
。
こ
の
状
態
を
反
映
し

た
相
続
登
記
を
申
請
す
る
と
な
る
と
、
法
定

相
続
人
の
範
囲
や
法
定
相
続
分
の
割
合
を
確

定
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
全
て
の
相
続
人
を

把
握
す
る
た
め
の
戸
籍
謄
本
を
は
じ
め
さ
ま

ざ
ま
な
資
料
を
用
意
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

そ
こ
で
、
よ
り
簡
易
に
申
請
で
き
る
よ

う
な
仕
組
み
で
あ
る
「
相
続
人
申
告
登
記
」

と
い
う
制
度
が
新
た
に
設
け
ら
れ
、
令
和

６
年
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。
こ
の
制
度
で
は
、
登
記
簿
上

の
所
有
者
に
つ
い
て
相
続
が
開
始
し
た
こ

と
と
自
分
が
相
続
人
で
あ
る
こ
と
（
戸
籍

謄
本
な
ど
を
提
出
）
を
各
人
※
が
法
務
局

の
登
記
官
に
申
し
出
る
だ
け
で
、
申
請
義

務
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

な
お
、
相
続
人
申
告
登
記
は
不
動
産
の

権
利
関
係
を
公
示
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
遺
産
分
割
が
決
定
す
れ
ば
あ
ら
た

め
て
そ
れ
に
基
づ
く
登
記
が
必
要
で
す
。

※
１
人
の
相
続
人
が
全
員
分
を
ま
と
め
て
申
し

出
る
こ
と
も
可
能
。

🅠
　
親
か
ら
土
地
を
相
続
し
ま

し
た
。
た
だ
、
使
い
道
が
な

く
手
放
し
た
い
の
で
す
が
、
引
き
取

り
手
も
い
な
く
て
登
記
も
未
申
請
の

ま
ま
に
な
っ
て
い
ま
す
。

A
　

質
問
の
よ
う
な
土
地
が
所
有

者
不
明
土
地
の
予
備
軍
に
な
っ

て
い
る
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ
こ
で
、

「
相
続
土
地
国
庫
帰
属
制
度
」
が
新
た
に
設

け
ら
れ
、
令
和
５
年
４
月
27
日
に
施
行
さ

れ
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
土
地
を
相
続
し
た
人
が
不
要

な
土
地
を
手
放
し
て
国
に
引
き
渡
す
と
い

う
制
度
で
す
。
制
度
利
用
は
一
定
の
要
件

を
満
た
す
土
地
に
限
ら
れ
、
申
請
の
際
は

審
査
手
数
料
が
必
要
で
す
。
ま
た
、
法
務

局
に
よ
る
審
査
で
承
認
さ
れ
る
と
、
申
請

者
は
10
年
分
の
土
地
管
理
費
相
当
額
で
あ

る
負
担
金
を
納
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

登録免許税の免税措置について ※ 1
適用期間が延長・適用対象が拡充！
免税期間は令和７年３月31日まで
現在、以下のケースでは相続登記の際に課される「登録免許税」に関し
て免税措置が設けられています。

相続により土地を取得した人が相続登記をしないで亡くなっ
た場合の相続登記

該当する場合は登録免許税を免税

不動産の価額※２が 100 万円
以下の土地に係る相続登記（相
続人が受ける「所有権の保存の
登記」※ 3を含む）
該当する場合は登録免許税を免税

※ 1　租税特別措置法第 84条の 2の 3に該当する場合。
※ 2　土地の相続登記をする際の課税標準となる土地の価額。
※ 3　所有権の登記がされていない不動産についての相続登記の方法。

さらに詳しく
知りたいときは…

問い合わせ

大阪法務局不動産登記部門
☎︎０６・６９４２・１０１２
大阪法務局池田出張所
☎︎０７２・７５１・３３４２

相続土地国庫帰属制度については
大阪法務局不動産登記部門
☎︎０６・６９４８・６３３６

大阪法務局ホームページ

相
続
登
記
の
申
請
義
務
Q
＆
A

ケース１

ケース２
ポイント
◎不動産の価額が「10 万円
以下」から「100 万円以
下」に引き上げられました！

◎適用対象が全国の土地に
拡充されました！

Aさん 死亡
相続（未登記） 相　　続

土　地 土　地

Bさん 死亡 Cさん


